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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項は、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただ
いた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主様に電子提
供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第63回定時株主総会資料

事業報告
　会社の新株予約権等に関する事項
　会計監査人の状況
　業務の適正を確保するための体制の整備及びその運用状況
　株式会社の支配に関する基本方針
　剰余金の配当等の決定に関する方針
連結計算書類
　連結株主資本等変動計算書
　連結注記表
計算書類
　株主資本等変動計算書
　個別注記表

フジッコ株式会社
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会社の新株予約権等に関する事項、会計監査人の状況

会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

区　　　　　　　　分 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 34百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 34百万円

会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称
有限責任監査法人トーマツ

(2) 責任限定契約に関する事項
　当社は、会計監査人との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
賠償責任を同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の契約を締結しておりま
す。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監
査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額
の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っ
ております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないことから、上記の金額は
これらの合計額を記載しております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ
る場合には、監査等委員全員の同意により解任いたします。また、会計監査人の監査品質・独立
性・総合的能力等の観点から継続して監査を適切に遂行するに不十分であると判断した場合に
は、監査等委員会は株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定
いたします。
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業務の適正を確保するための体制の整備及びその運用状況

業務の適正を確保するための体制の整備及びその運用状況
　当社は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに基づき、取締役会において、内部統制システ
ム構築の基本方針を定め、これに沿って構築した内部統制システムを運用するとともに、都度必要な
見直しを行っております。（最終改定　2022年9月22日）

(1) 当社及び当社子会社（以下「当グループ」と総称する。）の取締役及び使用人の職務の執行が
法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当グループ横断的なコンプライアンスリスクの把握、分析を目的として、社長執行役員を委員
長とするコンプライアンス委員会を設置する。また、法令遵守を明文化した「フジッコグループ
の倫理基準」を当グループ全役職員に周知徹底させるとともに、「コンプライアンス・ガイドラ
イン」を通じて行動指針を明示し、法令遵守、企業倫理の維持が経営の根幹であることを当グル
ープ全体に徹底する。
　当グループは、当グループの役職員が、コンプライアンス上疑義のある行為等について、社内
の通報窓口又は社外の弁護士を通じて会社に通報できる内部通報制度を設置・運営する。
　当グループは、反社会的勢力及び団体に対しては、商取引・不当な要求等を遮断・拒絶するな
ど、毅然とした態度で臨み、反社会的行為には一切加担しない。

（運用状況）
　当期はコンプライアンス委員会を２回開催し、継続してコンプライアンスリスクの把握、分析
に努めました。
　コンプライアンス体制の維持・向上のため、「コンプライアンス・ガイドライン」を定期的に
社内展開するとともに、コンプライアンス研修、下請法研修に加え、当期は新たに個人情報保護
法研修、独占禁止法研修を実施いたしました。
　なお、内部通報窓口を設置しておりますが、当期において重大な法令違反等に関わる内部通報
案件はありませんでした。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、文書保存管理規程に従い、文書又は電磁的媒体（以
下「文書等」という。）に適切かつ確実に記録して保存・管理（廃棄を含む。）する。取締役
は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

（運用状況）
　取締役は、当期、取締役会及び経営執行会議の議事録を作成し、個別の業務執行に係る決裁申
請書等を決裁規程に基づき作成し、記録として保管しております。議事録及び記録は、取締役に
より閲覧されております。

(3) 当グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　組織横断的なリスクについては、社長執行役員を委員長とする組織として、リスク顕在化の未
然防止を目的とするリスクマネジメント委員会及びクライシス発生時に招集する危機管理委員会
を設置する。また、当グループ全体のリスク・クライシス管理について定めるリスク・クライシ
ス管理規程を整備し、同規程に基づき、迅速かつ適正な対応を可能とするリスク・クライシス管
理体制を構築する。
　また、コンプライアンス、環境、災害、品質、及び情報セキュリティ等に係るリスクについて
は、それぞれの担当部署にて規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布
等を行うものとする。なお、新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役
を定める。
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業務の適正を確保するための体制の整備及びその運用状況

　不測の事態が発生した場合は、リスク・クライシス管理規程に従い、社長執行役員の指揮の下
危機管理委員会は、対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止する。

（運用状況）
　リスク・クライシス管理体制については、リスクマネジメント委員会で、各本部等と協議のう
え洗い出した重要リスクの対策の進捗を確認しております。当期は、リスクマネジメント委員会
を２回開催いたしました。また、リスクが顕在化した緊急時には、危機管理委員会を招集して対
応する方針であり、当期は危機管理委員会を6回開催いたしました。併せて、コロナ対策につい
ては、感染者等の情報を集約・共有のうえ、社内通達を第18報まで発信いたしました。
　品質に係るリスク対策としては、事故防止委員会にてその対策の進捗を確認しております。当
期は、製品回収事故を発生させてしまい、お客様からのお申し出件数は前期より増加する事態と
なりました。情報セキュリティ等に係るリスク対策としては、標的型攻撃メールの訓練及びフォ
ローアップが必要な該当者に対して標的型攻撃メールに関する個別教育を継続して実施いたしま
した。

(4) 当グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、３事業年度を期間とする当グループ中期経営計画及び年度事業計画を立案し、当グル
ープ全体の重点経営目標及び予算配分等を設定する。
　当グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし
て、当社では、取締役会を月１回定時に開催するほか、適宜臨時に開催し、また、当社子会社で
は、取締役会を年４回定時に開催するほか、適宜臨時に開催する。
　当社は、経営に関する重要事項について、法令等に基づき、議決に関する権限、事項及び範囲
を明確にし、取締役会、経営執行会議で、それぞれ執行の決定を行う。
　また、経営の監督機能と業務執行機能を分離し、執行役員及び各事業部門長で構成される業績
検討会議において、定期的に各事業部門より業績及びその改善策を報告させ、具体的かつ機動的
な施策を実施させることにより、取締役の迅速かつ適正な意思決定を促進させる。

（運用状況）
　当期は、第63期（2022年度）からの新中期３ヵ年計画を策定・公表し、その計画達成に向け
た取り組みを開始いたしました。
　取締役会を12回開催し、法令等に定められた事項、経営方針の策定に関すること、取締役等
の指名と報酬に関すること、内部統制に関すること等について協議・決議を行うとともに、経営
執行会議を43回開催し、必要な業務執行の決定を迅速に行っております。
　また、業績検討会議を12回開催し、定期的な業績報告とともに、該当月の業績に係る問題点
を「課題設定書」にて事前に抽出し、各事業部門よりその改善策を報告させ、業績の改善に取り
組みました。

(5) 当社子会社の取締役等の職務に係る事項の当社への報告に関する体制
　当社は、当グループを構成する当社子会社に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵守体
制、リスク管理体制の構築の推進とともに、必要に応じて指導・支援を行う。
　関係会社管理規程に基づき、当社への決裁・報告制度により、当グループを構成する当社子会
社の経営管理を行い、必要に応じてモニタリングを行う。
　当グループを構成する当社子会社の取締役及び業務を執行する社員は、当社に対し、業績検討
会議又は経営執行会議で、定期的に、同子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報を報告
する。

－ 3 －



2023/05/26 10:23:07 / 22950128_フジッコ株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制の整備及びその運用状況

（運用状況）
　当社子会社は、関係会社管理規程に基づき、当社に決裁を仰ぐ承認申請書を提出しておりま
す。また、子会社の社長が取締役会及び経営執行会議に出席し、業務執行状況を報告しておりま
す。フジッコＮＥＷデリカ株式会社、株式会社フーズパレットにおいて、それぞれ５回の取締役
会を開催いたしました。

(6) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当グループは、財務報告統制委員会を設置し、財務報告に係る内部統制構築の基本方針及び基
本計画を策定する。また、これに基づき有効かつ適正な評価ができるよう内部統制システムを構
築し、適切に運用することにより、金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性と適正性を確保す
る。

（運用状況）
　当期は、財務報告統制委員会を４回開催し、うち３回は内部統制委員会メンバーが出席、１回
は社長執行役員をはじめ業務執行取締役全員、常勤の監査等委員である取締役、監査室長、財務
報告統制委員会メンバーが出席して、内部統制上の課題を共有し、問題解決の方向性を協議いた
しました。その取り組み状況については、取締役会で報告することにより、適切な内部統制シス
テムの構築・運用に努めております。

(7) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びにその使用人の取締役（監査等委員
である取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事
項
　当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査室の使用人が兼務し、その使用人との
適切な連携により、実効的な監査等委員会監査を補完する。
　当社の監査等委員会は、特定の業務における監査において、社長執行役員及び当該業務の執行
役員との協議により、監査室又は当該部署の社員を指名し、合理的な範囲で監査業務に必要な事
項を指示することができる。当社の監査等委員会より監査業務に必要な指示を受けた社員は、そ
の指示に関しては社長執行役員及び当該部署の執行役員等の指示に優先することを徹底する。

（運用状況）
　監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査室長が兼務しております。また、常勤の監査
等委員である取締役が随時、監査室の使用人に対して監査業務に必要な事項を指示しておりま
す。

(8) 当グループの取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制、並びに報告をした者
が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
　当グループは、その取締役又は使用人が、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当グル
ープに重大な影響を及ぼす事項（当グループの取締役及び使用人の職務執行が法令又は定款に抵
触し得る事項）、内部監査の状況、内部通報制度の運用状況及びその内容を遅滞なく報告するこ
とを可能とする体制を整備する。また、内部通報規程において、当該報告を行ったこと自体によ
る解雇その他の不利な取扱い（不利益な処分・処遇等）を禁止する旨を明記する。
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業務の適正を確保するための体制の整備及びその運用状況

（運用状況）
　常勤の監査等委員である取締役が社内の重要会議に出席して、重要情報を収集し、監査等委員
会で社外の監査等委員である取締役と情報を共有しております。
　内部通報窓口を設置するとともに、内部通報規程で通報者の不利益な取扱いを禁止しておりま
す。内部通報窓口への通報の有無及び内容について、担当取締役より監査等委員全員が出席する
取締役会で４回報告しております。

(9) 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる
費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項
　当社は、監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し会社法第399条の２
第４項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に
係る費用又は債務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や
かに当該費用の前払い等の請求に応じ、これを処理する。

（運用状況）
　当期、監査計画に従った監査を実施するにあたって予算が不足する事態は生じませんでした。
また、費用の前払い等の請求はありませんでした。

(10) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は、会計監査人、社長執行役員、監査室との間の定期的な意見交換会を設定し、
連携して、当社を含む当グループ各社に対する監査、並びに、当グループの取締役等及び使用人
の職務の執行が法令及び定款に適合することの監査の実効性を確保する。

（運用状況）
　会計監査人とは、監査等委員会との事業年度の監査結果報告を含む意見交換を３回、常勤の監
査等委員である取締役及び監査室長との四半期毎の意見交換を４回実施いたしました。社長執行
役員とは、監査等委員会との定期意見交換を２回、常勤の監査等委員である取締役が個別に随時
面談し意見交換等を行いました。
　常勤の監査等委員である取締役が、監査室から工場・営業所21か所の定期監査報告を受ける
とともに、内部統制システムの運用状況の監査結果について協議を行いました。また、内部統制
システムの運用状況について監査室が事前に監査することで、内部統制システムの実効性を高め
ることに寄与しております。
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株式会社の支配に関する基本方針

株式会社の支配に関する基本方針
(1) 基本方針の内容の概要

　当グループは、日本の伝統食・伝統食材に基づいた健康に役立つ食品を提供し、日本の良き食文
化の復興と承継を通じ、社会全体に幸せで健康な生活を実現することを企業理念（経営理念）とし
て位置付けております。
　当グループでは、健康増進のための食品事業を展開する中で、当社製造の商品を市場でお買い上
げ頂くお客様を何よりも大切にするとともに、法令・社会規範の遵守や環境保全・資源保護といっ
た企業としての社会的責任を果たし、当グループを取り巻く多くのステークホルダーの信頼に応え
ることを通じて、当グループ全体の価値を向上させるべく、効率的かつ適正な企業運営の推進に努
めることを基本方針としております。

(2) 基本方針の実現に資する特別な取り組み
　当社は、基本方針の実現に資する特別な取り組みとして、上述した当社の企業価値の源泉を更に
維持・強化するために、経営品質の優れた強靭な会社づくりとして“ニュー・フジッコ”の創造に着
手し、１．ブランド価値の強靭化、２．生産性向上、３．働き方改革　に取り組んでおります。
　また、当社は、一層の経営の効率性、透明性を高めるため、コーポレート・ガバナンスが十分に
機能することを基本的な方針として取り組んでおり、具体的には、2015年４月より執行役員制度
を導入し、経営の意思決定及び監督機能と業務執行の機能を分離しつつ、2016年６月22日開催の
第56回定時株主総会において、当社は監査等委員会設置会社へ移行し、取締役の職務執行の監査
等を担う監査等委員が取締役会の構成員となり、取締役会の監督機能強化と更なる監視体制の強化
を通じて、より一層のコーポレート・ガバナンスの充実を図ってまいりました。
　取締役会の構成については、取締役の減員を段階的に進め、経営のスリム化と意思決定の迅速化
を図り、経営全体の効率性の向上を実現しております。また、独立社外取締役の構成比率を段階的
に引き上げ、経営に対する監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの更なる向上を図り、
経営の健全性の維持と透明性の確保を実現しております。
　加えて、取締役の指名と報酬の透明性及び公平性を高めるため、2018年７月30日より人事報酬
委員会を設置し運用しております。

(3) 不適切な支配の防止のための取り組みの内容の概要
　当社は、たとえ大量の当社株式が買い付けられることがあっても、それが当グループの企業価値
及び当社株主の皆様方の共同利益に資するものであるならば、そのような買収行為自体を否定する
ものではありません。
　しかし当社は、企業価値及び当社株主の皆様方の共同利益の向上を毀損すると思われるような当
社株式に対する大量買付行為が行われる場合に、買付者又は買付提案者（以下、併せて「買付者
等」といいます。）に対して、事前に、当該買付行為に関する情報提供を求め、これにより買付に
応じるべきか否かを株主の皆様方において判断して頂き、あるいは、当社取締役会において、代替
案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様方のために買付者等と交渉を行うこと
等を可能とするための枠組みとして、買収防衛策（事前警告型のライツ・プランをいい、以下、
「本プラン」といいます。）を株主総会の承認を受け導入いたしました。
　本プランは、2023年６月27日開催の第63回定時株主総会（以下、「本総会」といいます。）の
終結の時をもって、その有効期間が満了となります。当社は、法令、裁判例、実務での運用実態及
び企業社会の状況を踏まえつつ、その継続の是非及び内容変更の要否について検討し、2023年５
月12日開催の取締役会において、本プランを継続するべく本総会に付議することを決議しまし
た。
　なお、本プランの継続は、本総会でのご承認を受けることが必要であり、本プラン改訂の詳細に
ついては、第63回定時株主総会招集ご通知の第２号議案（18頁から37頁）に記載しておりますの
でそちらをご覧ください。
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株式会社の支配に関する基本方針

(4) 上記(2)及び(3)の取り組みについての取締役会の判断及びその理由
　当社取締役会は、買付者等から受領した情報提供回答書等を当社取締役会から独立した者のみか
ら構成される企業価値判定委員会（以下、「判定委員会」といいます。）に提出し、判定委員会
は、本プランの定める買収防衛策の発動の要否を判定し、その旨を当社取締役会に勧告します。
　当社取締役会は判定委員会の勧告を最大限尊重し、本プランの発動又は不発動を最終的に決定い
たします。
　当社取締役会は、かかる決定を行った場合、当該決定の概要その他当社取締役会が適切と認める
事項について、決定後速やかに、情報開示を行います。
　本プランの有効期間は、当社株主総会において本プランの導入・継続・変更が承認された後、３
年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとなります。
　すなわち、本総会において、本プランの継続が承認された場合、本プランは、その後変更又は廃
止の手続がなければ、2026年６月に開催される定時株主総会の終結の時まで、効力を有します。
　但し、係る有効期間の満了前であっても、(ア) 株主総会において本プランを廃止する旨の決議が
承認された場合、又は、(イ) 株主総会で選任された取締役（監査等委員である取締役以外の取締役
の任期は１年間、監査等委員である取締役の任期は２年間）で構成される取締役会により本プラン
を廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されます。
　上記(2)及び(3)の取り組みにつきましては、当社の基本方針に沿うものであり、株主の皆様方の
共同の利益を損なうものではなく、また、決して当社取締役の地位の維持を目的とするものではあ
りません。

剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、収益性の向上と財務体質の強化に努め、着実に業績を向上させ、株主の皆様への利益還元
を充実させていくことを最重要課題のひとつとしております。当面の配当方針につきましては、配当
性向40％以上の維持を目標とし、株主の皆様のご期待に報いるよう努力してまいります。
　当期の期末配当金につきましては、2023年５月12日開催の取締役会決議により１株につき23円と
することといたしました。すでに、2022年12月２日に実施済みの中間配当１株当たり23円と合わせ
まして、年間配当金は前期に比べて１円増配の46円、連結での配当性向は93.7％となります。
　これまで、不確実な時代に生き残るため、“ニュー・フジッコ”の経営改革に継続して取り組んでま
いりました。改革期間には、株主還元政策として、増配並びに自己株式の消却、新たな取得を併せて
実施いたしました。今は想定以上の原材料・エネルギーコストの増加等があり、厳しい業績が続いて
おりますが、次期の年間配当金につきましては、１株当たり46円とさせていただく予定でありま
す。
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連結株主資本等変動計算書

（ 自　2022年 4 月 1 日
至　2023年 3 月31日 ）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 6,566 1,006 62,873 △1,728 68,717

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,331 △1,331

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 1,406 1,406

自 己 株 式 の 取 得 △1,335 △1,335

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分 5 5

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 75 △1,330 △1,254

当 期 末 残 高 6,566 1,006 62,948 △3,058 67,462

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 957 △40 916 69,634

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,331

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 1,406

自 己 株 式 の 取 得 △1,335

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分 5

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ) 96 38 134 134

当 期 変 動 額 合 計 96 38 134 △1,120

当 期 末 残 高 1,053 △2 1,051 68,514

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称
フジッコＮＥＷデリカ株式会社
株式会社フーズパレット

② 主な非連結子会社の名称等
主な非連結子会社の名称

香港富吉高貿易有限公司、PT.FUJICCO FOODS INDONESIA
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用している非連結子会社はありません。
② 持分法を適用していない主な非連結子会社（香港富吉高貿易有限公司、PT.FUJICCO FOODS 

INDONESIA）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影
響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
(イ) 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等…………………主として移動平均法による原価法を採用しております。

(ロ) 棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

商　品……………………………………移動平均法
製　品……………………………………総平均法
原材料……………………………………移動平均法
仕掛品……………………………………総平均法
貯蔵品……………………………………最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産…………………………………定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２年～47年
機械装置及び運搬具 ２年～17年

2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能
限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方
法によっております。

無形固定資産…………………………………定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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連結注記表

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

賞与引当金……………………………………従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち
当連結会計年度の負担額を計上しております。

従業員株式給付引当金………………………株式給付規程に基づく当社従業員への当社株式の給付に備え
るため、当連結会計年度末の株式給付債務の見込額を計上し
ております。

④ 収益及び費用の計上基準
収益の計上基準………………………………当グループは、主に食品製造販売を行っております。これら

の製品の販売については製品の引渡時点において顧客が当該
製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し
ております。また、製品の出荷時から引渡時点までの期間が
通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。
収益は、契約に定める価格から販売奨励金等を差し引いた純
額で測定しております。
未払販売奨励金等は、取引価格の算定における変動対価とし
て考慮し、製品に対する支配が移転した期間において、将来
に支払うと見込まれる金額を売上高から控除しております。
なお、対価は履行義務を充足してから短期で受領しており、
重要な金融要素は含まれておりません。

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法……………退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務額を
計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。
数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理することとしております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純
資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る
調整累計額に計上しております。
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用
の計算に、簡便法を採用しております。

2．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号  2021年６月17日。以下「時
価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することといたしました。これによる連結計算書類に与える影響はありません。
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連結注記表

科目 当連結会計年度

未払販売奨励金 433

場所 用途 種類 金額(百万円)

兵庫県西宮市 事業用資産
建物及び構築物 137
工具器具及び備品 0

合計 137

３．重要な会計上の見積りに関する注記
(1) 未払販売奨励金の見積り計上
(2) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(3) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　販売奨励金については、支払い率が期中を通じて概ね一定のもの、一定期間の販売実績に応じて支払い率
が変動するもの等、いくつかの形態が存在し、販売から一定期間後に支払い額が確定する点に特徴がありま
す。特に取引の都度支払額を交渉する形態については発生の都度、取引条件が異なるため、発生時期や条件
が多種多様です。このため、３月分の未払販売奨励金については、２月までの実際請求額に基づく販売奨励
金比率を基礎として３月に発生した増減理由等を加味して見積計上しており、４月以降の実際請求額との乖
離が発生した場合は、翌期の損益に影響を与える可能性があります。

4．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 49,471百万円

5．連結損益計算書に関する注記
減損損失の内容
当連結会計年度において以下の資産について減損損失を計上しております。

(減損損失の認識に至った経緯)
西宮市内に保有する事務所棟の取壊しを決定したことに伴い、固定資産については帳簿価額を全額減額と

し減損損失を認識しております。
(資産のグルーピングの方法）

生産設備については主として工場単位、本社・営業拠点等は共用資産、賃貸用資産は個別物件ごととして
グルーピングを行っております。
(回収可能価額の算定方法）

回収可能価額は、使用価値又は正味売却価額により測定しており、使用価値は、営業活動から生じる将来
キャッシュ・フローがマイナスの見込みであるため、零として評価しております。
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 30,050,759 － － 30,050,759

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 907,524 681,940 2,500 1,586,964

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年 6 月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 672 23.00 2022年 3 月31日 2022年 6 月24日

2022年10月31日
取 締 役 会 普通株式 659 23.00 2022年 9 月30日 2022年12月 ２ 日

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年 5 月12日
取 締 役 会 普通株式 656 23.00 2023年 3 月31日 2023年 6 月７日

6．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式に関する事項

(2) 自己株式に関する事項

（注）１. 当連結会計年度末の自己株式数には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式
86,900株が含まれております。

２. 自己株式の増加及び減少の内訳は、次のとおりであります。
（増加内訳）

取締役会決議による自己株式の取得 681,900株
単元未満株式の買取りによる増加 40株

（減少内訳）
従業員への株式給付による減少 2,500株

(3) 配当に関する事項
① 配当金支払額

（注）2022年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額及び2022年10月31日取締役会決議による配当金
の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金額２百万円が
それぞれ含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
次のとおり、決議しております。

（注）１. 配当原資については、利益剰余金とすることを決議しております。
２. 2023年５月12日取締役会決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）

が保有する当社株式に対する配当金額１百万円が含まれております。

7．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、設備投資等必要な資金については
主に自己資金で賄っており、必要に応じて一部を銀行借入により調達します。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当グループ
の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制であります。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 2,668 2,668 －

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 957 2,478 1,521

小計 957 2,478 1,521

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 194 189 △4

小計 194 189 △4

合計 1,152 2,668 1,516

１年内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

(1) 現金及び預金 13,275 － － －

(2) 売掛金 9,003 － － －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　株式 2,668 － － 2,668

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額763百万円）は、「その他有価証券」には含め
ておりません。また、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」、「未
払消費税等」、「預り金」は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略
しております。

（単位：百万円）

（注）１. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
（単位：百万円）

２. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：視察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

－ 13 －
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売上高

惣菜製品

昆布製品

豆製品

ヨーグルト製品

デザート製品

その他製品

18,625

14,422

9,969

6,430

2,578

1,890

顧客との契約から生じる収益 53,915

その他の収益 －

外部顧客への売上高 53,915

8．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記等（４）会計方針に関する事項　④　収益及び費用の計上基準」
に記載のとおりであります。

9．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,407円06銭
（2）１株当たり当期純利益 49円09銭
（注）株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式は、１株当たり当期純利益金額算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算
定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております。
当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は、88,707株であり、期末株式数は86,900株であり
ます。

－ 14 －
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株主資本等変動計算書

（ 自　2022年 4 月 1 日
至　2023年 3 月31日 ）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 6,566 1,006 1,006

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － －

当 期 末 残 高 6,566 1,006 1,006

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計利 益

準 備 金

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 635 34,340 27,941 62,917 △1,728 68,762

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,331 △1,331 △1,331

当 期 純 利 益 1,478 1,478 1,478

自 己 株 式 の 取 得 △1,335 △1,335

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分 5 5

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 146 146 △1,330 △1,183

当 期 末 残 高 635 34,340 28,088 63,064 △3,058 67,578

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（単位：百万円）

－ 15 －
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評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 956 956 69,719

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,331

当 期 純 利 益 1,478

自 己 株 式 の 取 得 △1,335

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分 5

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ) 96 96 96

当 期 変 動 額 合 計 96 96 △1,086

当 期 末 残 高 1,053 1,053 68,632

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式……………………………………移動平均法に基づく原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等……………………主として移動平均法による原価法を採用しております。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。
商　品………………………………………移動平均法
製　品………………………………………総平均法
原材料………………………………………移動平均法
仕掛品………………………………………総平均法
貯蔵品………………………………………最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………………………定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２年～47年
機械装置及び運搬具 ２年～17年

2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能
限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方
法によっております。

無形固定資産……………………………………定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金………………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

賞与引当金………………………………………従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち
当期の負担額を計上しております。

退職給付引当金…………………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務の見込額に基づき、当期末において発生していると
認められる額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法
は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっておりま
す。

従業員株式給付引当金…………………………株式給付規程に基づく当社従業員への当社株式の給付に備え
るため、当事業年度末の株式給付債務の見込額を計上してお
ります。
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科目 当事業年度

未払販売奨励金 433

(4) 収益及び費用の計上基準
収益の計上基準………………………………当社は、主に食品製造販売を行っております。これらの製品

の販売については製品の引渡時点において顧客が当該製品に
対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており
ます。また、製品の出荷時から引渡時点までの期間が通常の
期間であるため、出荷時に収益を認識しております。
収益は、契約に定める価格から販売奨励金等を差し引いた純
額で測定しております。
未払販売奨励金等は、取引価格の算定における変動対価とし
て考慮し、製品に対する支配が移転した期間において、将来
に支払うと見込まれる金額を売上高から控除しております。
なお、対価は履行義務を充足してから短期で受領しており、
重要な金融要素は含まれておりません。

2．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号  2021年６月17日。以下「時
価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２
項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって
適用することといたしました。これによる計算書類に与える影響はありません。

3．重要な会計上の見積りに関する注記
(1) 未払販売奨励金の見積り計上
(2) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

(3) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　販売奨励金については、支払い率が期中を通じて概ね一定のもの、一定期間の販売実績に応じて支払い率
が変動するもの等、いくつかの形態が存在し、販売から一定期間後に支払い額が確定する点に特徴がありま
す。特に取引の都度支払額を交渉する形態については発生の都度、取引条件が異なるため、発生時期や条件
が多種多様です。このため、３月分の未払販売奨励金については、２月までの実際請求額に基づく販売奨励
金比率を基礎として３月に発生した増減理由等を加味して見積計上しており、４月以降の実際請求額との乖
離が発生した場合は、翌期の損益に影響を与える可能性があります。

4．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 47,532百万円
(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 1,160百万円
長期金銭債権 890百万円
短期金銭債務 861百万円

5．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 0百万円
仕入高 9,105百万円

営業取引以外の取引高 380百万円
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場所 用途 種類 金額(百万円)

兵庫県西宮市 事業用資産
建物 135
構築物 1
工具器具及び備品 0

合計 137

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株) 907,524 681,940 2,500 1,586,964

賞与引当金 121百万円
未払事業税・事業所税 28百万円
未払販売奨励金 132百万円
退職給付引当金 331百万円
減損損失 173百万円
関係会社株式評価損 245百万円
その他 331百万円
繰延税金資産小計 1,364百万円
評価性引当額 △294百万円

繰延税金資産合計 1,069百万円

その他有価証券評価差額金 △462百万円
固定資産圧縮積立金 △43百万円
その他 △2百万円

繰延税金負債合計 △509百万円
繰延税金資産の純額 560百万円

(2) 減損損失の内容
当事業年度において以下の資産について減損損失を計上しております。

(減損損失の認識に至った経緯)
西宮市内に保有する事務所棟の取壊しを決定したことに伴い、固定資産については帳簿価額を全額減額

とし減損損失を認識しております。
(資産のグルーピングの方法）

生産設備については主として工場単位、本社・営業拠点等は共用資産、賃貸用資産は個別物件ごととし
てグルーピングを行っております。
(回収可能価額の算定方法）

回収可能価額は、使用価値又は正味売却価額により測定しており、使用価値は、営業活動から生じる将
来キャッシュ・フローがマイナスの見込みであるため、零として評価しております。

6．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

（注）１. 当事業年度末の自己株式数には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式
86,900株が含まれております。

２. 自己株式の増加及び減少の内訳は、次のとおりであります。
（増加内訳）

取締役会決議による自己株式の取得 681,900株
単元未満株式の買取りによる増加 40株

（減少内訳）
従業員への株式給付による減少 2,500株

7．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

（繰延税金負債）
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個別注記表

法定実効税率 30.5％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7％
住民税均等割等 2.6％
評価性引当額の増減 0.0％
試験研究費等税額控除 △2.4％
その他 △0.4％
税効果会計適用後の法人税率等の負担 30.9％

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金
又は

出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引
金額
(百万
円)

科目
期末
残高

(百万円)

子会
社

フジッコ
NEWデリ
カ株式会社

兵庫県
神戸市

90 製造業
(所有)
直接 
100.0%

製品の
仕入
役員の
兼任

原材料等の
有償支給

(注3)
未収入金 861

設備の賃貸 311

惣菜製品の
仕入

8,732 買掛金 852

子会
社

株式会社フ
ーズパレッ
ト

兵庫県
神戸市

90 製造業
(所有)
直接 
100.0%

資金援
助
役員の
兼任

資金の貸付
利息の受取

1
長期
貸付金

890

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

8．関連当事者との取引に関する注記

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等
　（1）製品の購入については、一般の取引条件と同様に決定しております。
　（2）資金の貸付については、一般的な利息としております。
　（3）原材料等の有償支給については、原則として市場からの調達価額で支給しているため、取引金額には含

めておりません。

9．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　８．収益認識に関す
る注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,411円23銭
(2) １株当たり当期純利益 51円60銭
（注）株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式は、１株当たり当期純利益金額算定上、

期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、
期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております。
当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は、88,707株であり、期末株式数は86,900株であり
ます。
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